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日本海洋政策学会 課題研究成果報告＜要約＞ 

2020 年 3 月 23 日 

 

課題研究 Ｎｏ H29-3  

 

研究テーマ 
海洋環境の保全に配慮した海底資源探査に係る環境影響評価

に関する海洋政策学的研究 

研究目的 

海底資源の探査開発と環境保全の調和のとれた海洋の持続可能な

開発利用のあり方をめぐって、国内外で議論が盛んになってきてい

る。本課題研究では、費用対効果を考慮した環境影響評価（MEIA）

手続のあり方、そしてそれが先進国と途上国、島嶼国、国際機関、

環境団体さらには産業界などから支持を得るためのアプローチ、法

的拘束力ある国際基準と国際標準化機構（ISO）の認証制度のあり

方などを、文理融合の学際的海洋政策研究として進める。特に、①

沿岸域等の他海域における環境影響評価との共通点と相違点、②国

家管轄権内外の扱いの相違、③欧米、途上国、日本の環境影響評価

制度の相違、④平常時と事故時の環境影響予測と対策などの視点か

ら、海底資源の MEIA 手続きにかかわる科学的根拠を検討する。 

研究期間 2017 年 10 月～2019 年 9 月 

ファシリテータ  松田 裕之（横浜国立大学） 

共同研究者名 

（所属名） 

吉田公一(横浜国立大学)、 

青木望美(海洋産業研究会)、 

瀬田真(横浜市立大学)、 

下山憲二(海上保安大学校)、 

加々美康彦(中部大学)、 

掛江朋子(広島大学)、 

中田達也(東京海洋大学)、 

ＷＧ，委員会等 
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研究成果概要 

日本の環境影響評価法に基づく基本的事項（以下、「日本型 EIA」）

と国際海底機構の環境影響評価書雛形（以下、「ISA 雛形」）に示さ

れた評価項目を比較し、日本型 EIA の手続きでは ISA 雛形を満たす

ことが困難と考えられる評価項目を抽出した。そのうえで、国連海

洋法条約の実施協定とすべく現在国連で議論されている「国家管轄

権外の海域における生物多様性の保全と持続可能な利用のための国

際的に法的拘束力のある文書」との整合性を議論した。最近の研究

では、マンガン団塊と生物多様性の豊富な海底域は正の相関が認め

られている。そのため、政府が生物多様性に配慮した保護区（不動

指標水域）を設定すれば、生物多様性に一定の配慮を行うことがで

きるだろう。この過程は日本型 EIA の事業者が作成する配慮書等で

は対応できないため、海底探査事業の EIA を始める前に政府が行う

ことが望ましい。さらに熱水鉱床の化学合成細菌など陸域とは異な

る生態系もあり、科学的経験的知見も異なるために不確実性も高い。

しかし、海底鉱物探査において最も懸念される影響は、自然災害が

発生した時の影響や、探査事業自体が過酷事故を起こした時の環境

影響である。日本型 EIA ではこうした災害時の影響は評価されない

が、ISA 雛形では評価を要求される。逆に言えば、災害時以外の影

響は、人間活動から離れた海域で行うために、影響が懸念される環

境要素はそれほど多くない。 

具体的な今後の課題については、SIP プロジェクトで進めている ISO

規格について、ISO 規格案「MEIA の技術手法の基本要因」に盛り込む

べき項目について議論を行った。 
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（注）この要約を学会ホームページ等で公開致します。 

別途作成頂く成果報告書は、添付の書式を活用下さい。 

引用、転載等に関しては出典を明記ください。 

 

 

 


